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第１章 関連法令、計画 

１ 関連法令 

（１）関連法令の概要 

平成 13（2001）年１月「循環型社会形成推進基本法」が制定され、環境負荷◇の少

ない持続的発展が可能な社会形成の推進や「３Ｒ◇」の考え方が示されました。この

法律の施行を契機に、特定の廃棄物を対象としたリサイクル法が順次施行されていま

す。［表 2-1-1］、［図 2-1-1］ 

 

表 2-1-1：関連法令の概要 

施行年月 関連法令 概    要 

平成６年８月 環境基本法◇ 

本法律では、基本となる理念を定め、国、地方公共団体、事業者及び国民

と、あらゆる主体の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施

策の基本となる事項を定めています。 

平成12年４月 
容器包装リサイク

ル法 

一般家庭から排出されるごみの容積比で６割、重量比で２～３割を占める

容器包装廃棄物の再資源化を進めるため、消費者には分別排出、市町村に

は分別収集、製造事業者には再資源化の責任を明確化しています。 

平成13年１月 
循環型社会形成推

進基本法 

廃棄物・再資源化対策を総合的かつ計画的に推進するための基盤を確立す

るとともに、個別の廃棄物・リサイクル関係法律の整備と相まって、循環

型社会の形成に向け実効ある取組の推進を図るための基本的な枠組みを定

めています。 

平成13年４月 

家電リサイクル法 

平成13年４月以降、エアコン、テレビ（ブラウン管、液晶、プラズマ）、

冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機、衣類乾燥機を特定家庭用機器として位置付けて

おり、製造メーカーには再商品化を、小売業者には消費者からの引取及び

製造メーカーへの引き渡しを、排出者にはリサイクル料金および運搬費の

負担を義務付け、家電製品の再資源化を推進しています。 

資源有効利用促進

法 

10業種・69品目（一般廃棄物及び産業廃棄物の約５割をカバー）を対象

業種・対象製品として位置付け、事業者に対して３Ｒ（リデュース、リユ

ース、再資源化）の取組を求めており、紙製容器包装及びプラスチック製

容器包装については平成13年４月より、事業者に対し、識別表示が義務付

けられています。 

グリーン購入法 

国などの公的部門による環境物品などの調達の推進、環境物品などの情報

提供の推進及び環境物品などへの需要の転換を促進するために必要な事項

を定め、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型社会の形成を図

ることを目的としています。 

平成13年５月 食品リサイクル法◇ 

食品廃棄物について、発生抑制◇と最終処分量の削減を図るため、飼料や肥

料などの原材料として再生利用◇するなど、食品関連事業者（製造、流通、

外食など）による食品循環資源の再生利用などを促進しています。 

平成14年５月 建設リサイクル法 
建築物を解体する際に廃棄物（コンクリート、アスファルト、木材）を分

別し再資源化することを解体業者に義務付けています。 

平成17年１月 
自動車リサイクル

法 

循環型社会を形成するため、自動車の再資源化について最終所有者、関連

事業者、自動車メーカー・輸入業者の役割を定めた法律で、これにより最

終所有者には、リサイクル料金（フロン類、エアバッグ類、シュレッダー

ダストの再資源化）を負担することが義務付けられています。 

平成25年４月 

使用済小型電子機

器等の再資源化の

促進に関する法律 

使用済小型電子機器などの再資源化を促進するための措置を講ずることに

より、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図ることを目的

としています。 
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（２）関連法令の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1：関連法令の体系 

 

 

< 廃 棄 物 の 適 正 処 理 > < リ サ イ ク ル の 推 進 > 

① 再生資源のリサイクル 
② リサイクル容易な構造・材質

等の工夫 
③ 分別回収のための表示 
④ 副産物の有効利用の促進 
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パソコンの回収・リサイクル
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施行 

○基本原則 ○国・地方公共団体・事業者・国民の責務 ○国の施策 

 
          ：国の他の計画の基本 循環型社会形成推進基本計画 

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法） 
社会の物質循環の確保 

天然資源の消費の抑制 

環境負荷の低減 

H13.1 施行 

H30.6 改正 

        自然循環 
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・パソコン、ゲーム
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廃 棄 物 処 理 法 

H29.6 一部改正 

廃棄物処理施設整備計画 環境大臣が定める基本方針 

H28.1 改正 H30.6 公表 

 

H13.4 施行 

資源有効利用促進法 

① 廃棄物の発生抑制 

② 廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） 

③ 廃棄物処理施設の設置規制 

④ 廃棄物処理業者に対する規制 

⑤ 廃棄物処理基準の設定 等 
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２ 国の方針及び県の計画 

廃棄物の処理に関しては、廃棄物処理法に基づき、ごみの適正処理、処分に重点を置

いた事業が行われてきましたが、廃棄物処理法の改正、環境及びリサイクル関連法の施

行に伴い、環境負荷の軽減、資源循環の促進に重点を置いた事業が求められるようにな

りました。［表 2-1-2］ 

表 2-1-2：廃棄物処理・再資源化に関する国の方針及び県の計画などの経過 

年  月 関連する計画等 

平成13年５月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針（国） 

平成15年３月 循環型社会形成推進基本計画（国） 

平成17年４月 循環型社会形成推進交付金制度の導入（国） 

平成17年５月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針【改正】（国） 

平成18年３月 第６次埼玉県廃棄物処理基本計画（埼玉県） 

平成19年６月 

一般廃棄物会計基準（国） 

一般廃棄物処理有料化の手引き（国） 

市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針（国） 

平成20年３月 第２次循環型社会形成推進基本計画（国） 

平成22年８月 第６期埼玉県分別収集促進計画（埼玉県） 

平成22年12月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針【改正】（国） 

平成23年３月 第７次埼玉県廃棄物処理基本計画（埼玉県） 

平成28年1月 
廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針【改正】（国） 

平成28年3月 第８次埼玉県廃棄物処理基本計画（埼玉県） 

平成30年6月 第4次循環型社会形成推進基本計画（国） 

 

 

３ 国及び県の達成目標 

（１）国の達成目標 

廃棄物処理法第５条の２第１項の規定に基づき、環境大臣は、「廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方

針」を定めています。この方針では、可能な限りごみの発生・排出を抑制し、ごみと

して排出されたものは環境への負荷の低減に配慮しつつ、再使用◇、再資源化、熱回

収◇の順に循環的な利用を行い、最終的に利用が不可能なものについてのみ適正な処

分を行うことを示しています。［表 2-1-3］ 

 

表 2-1-3：国の達成目標 

項  目 目       標 

ごみ排出量 平成24年度に対し、平成32年度において約12％削減 

再生利用率◇ 平成24年度の21％に対し、平成32年度において約27％に増加 

最終処分量 平成24年度に対し、平成32年度において約14％削減 
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（２）県の達成目標 

埼玉県では、平成 28（2016）年３月に「第８次埼玉県廃棄物処理基本計画」が策定

されており、この計画は、循環型社会づくりに関する埼玉県の基本的な計画で、廃棄

物の減量その他その適正処理に関する具体的な目標や方策などについて定めています。 

同計画においても、国の数値目標と同様に一般廃棄物の排出量等の目標が定められ

ています。［表 2-1-4］ 

 

 

表 2-1-4：県の達成目標 

項  目 目        標 

ご み 排 出 量 

・ 県民１人１日あたりの家庭系ごみ排出量： 

平成25年度実績541g/人・日に対し、平成32年度において503g/人・日

（約7％削減） 

・ 事業系ごみ排出量： 

平成25年度実績543千ｔに対し、平成32年度において488千tに削減 

（10％削減） 

最 終 処 分 量 
平成25年度実績49g/人・日に対し、平成32年度において44g/人・日（約10％

削減） 

 

 

 

「廃棄物を資源として活かし、未来につながる循環型社会を目指して」 

（1）循環型社会形成を目指す3本柱 

Ⅰ.３R推進に向けて 

  Ⅱ.廃棄物の適正処理の推進 

  Ⅲ.環境産業の育成 

（2）備えの柱 

  Ⅳ.災害廃棄物対策の推進 

計画の目指す方向性 
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第２章 ごみ処理の状況 

 １ 用語の定義 

一般廃棄物は、家庭など人の生活に伴って発生する「生活系ごみ◇」と事業活動に伴っ

て生じる「事業系ごみ」の２つに分けられます。「生活系ごみ」は、時に「家庭系ごみ」や

「家庭ごみ」という表現に置き換えられて使われているケースも見受けられます。しかし、

国の「循環型社会形成推進計画」や「廃棄物処理基本方針」の中で使用している「家庭系

ごみ」と「生活系ごみ」では、定義が異なり、数値も異なります。 

 「家庭系ごみ」は、「生活系ごみ」（集団資源回収量を加えない）から収集区分上の「資

源ごみ」を除いたものです。家庭における分別行動が直接数値に反映されており、３Ｒ全

般の進捗を見るのに役立ち、減量化の指標として使われます。一方、「生活系ごみ」はリサ

イクルに先立って求められる２Ｒ（リデュース、リユース）の進捗を見るのに役立ち、減

量化の指標として使われます。［図 2-2-1］ 

 

一
般
廃
棄
物
・総
排
出
量

事業系ごみ

生活系ごみ

家庭系ごみ

可燃ごみ

一
般
廃
棄
物
・総
搬
入
量

家庭ごみ

不燃ごみ 粗大ごみ 資源ごみ 集団資源回収

 

 

※集団資源回収とは、市民の日常生活から排出される廃棄物の中で、再利用できる資源を回収する団体

に地域リサイクル活動推進補助金を交付し、資源の再利用の推進、ごみの減量及び生活環境の保全を図

ることを目的に行っている「朝霞市地域リサイクル活動推進補助金交付要綱」に基づく回収です。 

 

図 2-2-1：用語の定義 
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２ 生活系ごみの分別区分 

  本市の生活系ごみの分別区分は、以下のとおりです。［表 2-2-1］ 

 

表 2-2-1：生活系ごみの分別区分 

分別品目 ごみの種類 排出容器 
収集回数 

排出場所 

資
源
物 

びん 飲料用びんなど 
分別容器 

（コンテナ） 

週１回 

ごみ集積所◇ 

かん 飲料用かんなど 
分別容器 

（コンテナ） 

ペットボトル 
飲料用、酒用、しょうゆ用、み

りん用など 

分別容器 

（コンテナ） 

専用ネット 

新聞 新聞、折込チラシ ひもで結束 

ダンボール ダンボール ひもで結束 

紙パック 内側が白色のもの ひもで結束 

雑誌・雑がみ 
雑誌、本、パンフレット、カタ

ログ、紙箱類、厚紙など 

ひもで結束 

雑紙・紙袋は 

透明袋も可 

布類 衣料類、肌着、毛布など 透明袋 

プラスチック資源 
容器包装類、プラスチックのみ

の製品 

透明袋、半透明

袋 

燃やせないごみ 

陶器、ガラス、乳白色のびん、

カセットボンベ、スプレーかん、

ライター、ビデオテープ、カセ

ットテープ、家電製品など 

分別容器 

（コンテナ） 

有害ごみ◇ 
蛍光灯、電球、乾電池、水銀体

温計など 
透明袋 

燃やすごみ 

生ごみ、草木くず、おむつ、革、

ゴム、汚れの取れないプラスチ

ック製品など 

透明袋、半透明

袋 

週２回 

ごみ集積所 

粗大ごみ １辺が 50cm 以上のもの   
随時（予約制） 

指定場所 
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３ ごみ処理フロー 

本市のごみ処理フロー（平成 29（2017）年度）は、次のとおりです。［図 2-2-2］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-2：ごみ処理フロー 
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４ ごみ排出量 

（１）ごみ排出量の実績 

本市のごみ排出量は平成 24（2012）年度の 38,804ｔから 1,184ｔ減少し、平成 29

（2017）年度には 37,620ｔ（約３％減）となっています。生活系ごみは、平成 24（2012）

年度の 32,493ｔから 1,677ｔ減少し、平成 29（2017）年度には 30,816ｔ（約 5％減）

となっています。事業ごみは、平成 24（2012）年度の 6,311ｔから 493ｔ増加し、平

成 29（2017）年度には 6,804ｔ（約 7％増）となっています。［図 2-2-3］ 
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図 2-2-3：ごみ排出量の推移 

（２）人口などの第４次計画における平成 29 年度推計値との比較 

本市の人口やごみ排出量などの第５次計画における平成 29（2017）年度の推計値（以

下「推計値」という。）との比較は、以下のとおりです。 

① 人口（各年度 1 月 1 日現在） 

人口の実績値は、平成 25（2013）年度までは推計値を下回っていましたが、平成

26（2014）年度から上回るようになり、推計値を 1,950 人（約 1.4％）上回っていま

す。［図 2-2-4］ 
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図 2-2-4：人口の実績値と推計値との比較 
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② ごみ排出量 

ごみ排出量の実績値は、減少傾向を示し、推計値を 716ｔ（約 2％）下回っていま

す。［図 2-2-5］ 
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図 2-2-5：ごみ排出量の実績値と推計値との比較 

 

③ 生活系ごみ排出量（集団資源回収量除く） 

生活系ごみ排出量の実績値は、減少傾向を示し、推計値を 741ｔ（約 2％）下回っ

ています。［図 2-2-6］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-6：生活系ごみ排出量（集団資源回収量除く）の実績値と推計値との比較 
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④ １人１日当たり生活系ごみ排出量（以下、「生活系ごみ原単位」という） 

生活系ごみ原単位※（集団資源回収量除く）の実績値は、減少傾向を示し、推計値

を 23ｇ/人・日（約４％）下回っています。［図 2-2-7］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-7：生活系ごみ原単位（集団資源回収量除く）の実績値と推計値との比較 

 

⑤ 事業ごみ排出量 

事業ごみ排出量の実績値は、平成 27（2015）年度には平成 24（2012）年度に比べ

75ｔ減少しましたが、平成 29（2017）年度は 6,804ｔで推計値 837ｔ（約 12％）を上

回っています。［図 2-2-8］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-8：事業ごみ排出量の実績値と推計値との比較 

 

 

※：生活系ごみ原単位（ｇ/人・日）＝生活系ごみ÷人口（各年度１月１日現在）÷年間日数×106 
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⑥ 集団資源回収量 

集団資源回収量の実績値は、平成 29（2017）年度まで減少し、推計値を 866ｔ（約

34％）下回っています。［図 2-2-9］ 
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図 2-2-9：集団資源回収量の実績値と推計値との比較 

 

（３）ごみの種類別割合 

平成 29（2017）年度のごみの種類別割合は、燃やすごみが 70％、燃やせないごみ

が３％、資源物（収集）が 19％、資源物（集団資源回収）が５％、粗大ごみ４％とな

っています。［図 2-2-10］ 
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図 2-2-10：ごみの種類別割合 
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（４）燃やすごみの組成 

本市のごみ焼却処理施設では、ごみ排出量の 70％（平成 29（2017）年度）を占め

る燃やすごみに関して、ごみ質の調査を行っています。平成 29（2017）年度において、

紙類が 39.6％を占め、次いで厨芥類◇（生ごみ）が 29.2％、ビニール・プラスチック

類が 13.3％を占めており、これらに関しては減量化・資源化できる余地があるものと

考えられます。［図 2-2-11］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-11：燃やすごみの組成 
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